
都市再生整備計画（第
だ い

2回
か い

変更
へ ん こ う

）

神栖
か み す

地域
ち い き

中心
ちゅ う しん

市街地
し が い ち

地区
ち く

茨城県　神栖
か み す

市

平成25年7月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 578 ha

平成 21 年度　～ 平成 25 年度 平成 21 年度　～ 平成 年度

目標　　うるおいと安らぎ、安全・安心を兼ね備えた中心市街地の形成

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 平成20年度 平成25年度

％ 平成20年度 平成25年度

％ 平成20年度 平成25年度

25防災への市民不安度
中心市街地周辺に対する市民の防災に対する不安度（5段
階評価のアンケート調査により中心市街地の防災性に不安
を感じている人の割合）

防災公園や公共施設の耐震化を行うことで、中心市街地居住者の
防災に対する不安が解消できたか検証する指標（広域模避難場所
の設置状況、救援物資集積所の設置状況、公共施設耐震化のとい
う３指標における不安度の加重平均）

81.2

100

公共施設の耐震化率 中心市街地地区の公共施設の耐震化率
中心市街地地区において身近な避難場所となる公共施設の耐震化
整備状況を示す指標

66.7 100

避難地の確保率 中心市街地における避難地の確保率
防災公園を整備することで、中心市街地居住者のうち、広域避難地
へ避難可能な人口の割合

0

○広域的・複合的な防災拠点の整備
○災害時の避難場所となる公共施設の耐震性の確保

●神栖市基本構想（平成２０年度～平成２９年度）
　・神栖市の目指すべき将来像を「市民とともにつくる“躍進する中核都市”かみす」と定め、市民との協働により、市民の視点に立った市民本位のまちづくりに取り組むとともに、自然環境と産業とが調和し、うるおいとやすらぎ、安全・安心を兼ね備えた
　　まちの形成を図る。
●神栖市前期基本計画（平成２０年度～平成２４年度）
　・土木研究所跡地については、新広域都市拠点に位置づけ、神栖市の中心としてふさわしい都市機能の集積と憩い、にぎわいの場の確保を図るための土地利用計画を策定し、用地取得を目指すとともに、都市の魅力と個性あふれた県内有数の中核
　　都市を目指す。
　・防災対策の強化のため、防災施設、避難路等の整備や自主防災体制の充実と、防災・防災知識の普及、意識の啓発を図る。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

都道府県名 茨城県 神栖市
かみすし

神栖
かみす

地域
ちいき

中心
ちゅうしん

市街地
しがいち

地区
ちく

計画期間 交付期間 25

　目標１　地域防災拠点となる防災公園の整備により、災害に強いまちづくりを推進する。
　目標２　公共施設の耐震化を図り、災害時に市民等を守る、安全な避難場所を確保する。
　目標３　良好な住環境及び教育環境の確保を図り、都市機能の維持と更なる活力の増進を図る。

１．地区の現況と特徴
　○合併後のまちづくり
　　・神栖地域中心市街地地区は、合併前の神栖町の中心市街地であり、以前よりまちの顔としての都市拠点の形成を図るべく計画がなされてきた。平成17年の波崎町との合併後においても、合併を契機として、さらなるスケールメリットを活かし、県内
　　有数の中核都市の形成を目指す良好な都市拠点の形成が求められている。
　○大規模工場群と隣りあう中心市街地
　　・本市の北東部一帯には、鹿島港及び鹿島臨海工業地帯が整備されており、鉄鋼、石油製品等の広域的な供給拠点となっている。
　　・神栖地域中心市街地地区は、平成17年8月に神栖町と波崎町の合併により誕生した神栖市の北西部に位置し、鹿島臨海工業地帯に隣接しているため、防災上の課題の一つとして、企業災害への対応がきわめて重要である。
　○中心市街地の大規模な空閑地
　　・地区内には、土木研究所跡地（約21.5ha）があるが、昭和54年に土木研究所が筑波研究学園都市へ移転し、以降およそ30年にわたり、有効活用されていない。
　　・神栖市のシンボルになる場所として、総合計画等において『新広域都市拠点』として位置づけられ、跡地利用は今後の都市づくりにおける最重要課題となっている。
　○災害時の拠点となる、広域的・複合的な公園の不足
　　・本市の公園の整備水準は高いが、墓園・緑地が面積の過半を占め、基幹公園は、海浜運動公園及び神栖総合公園の2箇所で、いずれも臨海部に位置する。このため、中心市街地には、広域的・複合的な機能を持つ公園が不足している。
　　・また、本市は、地震予知連絡会の「観測強化地域」に位置づけられており、災害時の支援活動拠点を明確にする必要がある。
　○災害時の避難場所となる公共施設の耐震強度不足
　　・地域防災計画において、小中学校やコミュニティセンター等を避難場所としているが、施設の老朽化が進むとともに、近年、耐震診断によって耐震強度の不足する施設が含まれることが明らかとなった。
２．これまでのまちづくりの取組み
　○土木研究所跡地については、平成18年度に土木研究所跡地土地利用構想を策定し、引き続き、平成19年度は社会情勢の変化や国有地払い下げ条件等を勘案しつつ、早期の土地利用の実現を図るため、基本計画の策定を行った。
　○公共施設の耐震化については、小中学校の耐震化が本市の重要課題のひとつとなっており、施設耐震化計画を策定した。地区内にある２校について、平成20年度に耐震診断調査を行い、その結果を受けて所要の措置を施し早期の耐震化を図り、
　　児童生徒の安全性や避難場所としての防災性を確保するとともに、良好な教育環境の確保に努める。



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業

１．地域防災拠点となる防災公園の整備により、災害に強いまちづくりを推進する。
　　・土木研究所跡地（約21.5ha）において、地域防災拠点となる防災公園を整備する。
　　・新規市道整備により、第一次緊急輸送道路の指定を受けている国道124号から防災公園へのアクセスを確保する。
　　・市道改修により、避難所への安全安心なアクセスを確保する。

○道路（基幹事業）　新規市道整備
○公園（基幹事業）　防災公園整備
○地域生活基盤施設（基幹事業）　樹林広場整備　多目的広場整備
○道路（基幹事業）　市道改修

２．公共施設の耐震化を図り、災害時に市民を守る、安全な避難場所を確保する。
　　・神栖市地域防災計画において避難場所に指定されている息栖小学校・神栖第二中学校の耐震改修を行う。

○地域創造支援事業（提案事業）　息栖小学校校舎等耐震化（改築・耐震化）
○地域創造支援事業（提案事業）　神栖第二中学校校舎耐震化（耐震化）
○地域創造支援事業（提案事業）　学校施設耐震化計画策定

３．良好な住環境及び教育環境の確保を図り、都市機能の維持と更なる活力の増進を図る。
　　・耐震改修や地域における自主防災組織等の結成推進を行う。

○地域創造支援事業（提案事業）　息栖小学校校舎等耐震化（改築・耐震化）
○地域創造支援事業（提案事業）　神栖第二中学校校舎耐震化（耐震化）
○地域創造支援事業（提案事業）　学校施設耐震化計画策定



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路 市 直
1247m
（14058.4㎡）

H21 H24 H21 H24 483 483 483 483

道路 市 直 530m H25 H25 H25 H25 16 16 16 16

道路 市 直 1,480m H25 H25 H25 H25 43 43 43 43

道路 市 直 180m H25 H25 H25 H25 12 12 12 12

公園 市 直 86000㎡ H21 H24 H21 H24 2,996 2,996 2,996 2,996

河川

下水道

駐車場有効利用システム －

地域生活基盤施設 広場 市 直 62908㎡ H21 H24 H21 H24 1,321 1,321 1,321 1,321

地域生活基盤施設 広場 市 直 52000㎡ H21 H24 H21 H24 223 223 223 223

地域生活基盤施設 地域防災施設

高質空間形成施設 －

高次都市施設 －

既存建造物活用事業 －

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 5,094 5,094 5,094 5,094 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
市 直 延床6128㎡ H21 H25 H21 H25 1403 1403 1403 1,403

神栖第二中学校（耐震化） 市 直 延床3,908㎡ H21 H22 H21 H22 196 196 196 196

市 直
延床1,981㎡
延床1,059㎡

H25 H25 H25 H25 25 25 25 25

－ 0

－ 0

－ 0

－ 0

合計 1,624 1,624 1,624 1,624 …B
合計(A+B) 6,718

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

合計 0

－

－

－

神栖第二中学校体育館・武道場，息栖小学校体育館

細項目
市立息栖小学校（改築・耐震化）

0

直／間事業主体
交付期間内事業期間

規模

0

規模
（いずれかに○） 事業期間

－

学校施設耐震化計画策定

事業主体 所管省庁名 全体事業費

地域創造
支援事業

事業活用調
査

事業 事業箇所名

事業 事業箇所名

－

うち民負担分

まちづくり活
動推進事業

住宅市街地
総合整備
事業

－

－

－

仮）土研跡多目的広場

（参考）事業期間

仮）土研跡防災公園

学校施設等耐震化事業

学校施設等耐震化事業

仮）土研跡樹林広場

（参考）事業期間

事業
細項目

規模

仮）土研跡防災公園関連道路

事業主体事業箇所名 直／間
うち民負担分

交付期間内事業期間

交付対象事業費 6,718 交付限度額 2,687.2 国費率 0.400

市道8-178号線

市道8-181号線

市道8-323号線



都市再生整備計画の区域

神栖地域中心市街地地区（茨城県神栖市） 面積 578 ha 区域
大野原1丁目～8丁目の全部、大野原中央3丁目の全部、神栖1丁目～4丁目の全部、深芝南1
丁目～2丁目の全部、平泉東1丁目～3丁目の全部、大野原中央2丁目の一部、木崎の一部、深芝
の一部、平泉の一部

神栖市役所 

神栖市文化センター 

都市再生整備計

凡例 

神栖地域中心市街地地区（578ha） 

変更後 

500ｍ 



市民の防災に対する不安度 （　％　） 81.2 （20年度） → 25 （25年度）
中心市街地地区の公共施設の耐震化率 （　％　） 66.7 （20年度） → 100 （25年度）
中心市街地における避難地の確保率 （　％　） 0 （20年度） → 100 （25年度）

神栖地域中心市街地地区（茨城県神栖市）　整備方針概要図

目標

うるおいと安らぎ、安全・安心を兼ね備えた中心市街地の形成
　目標１　地域防災拠点となる防災公園の整備により、災害に強いまちづくりを推進する。
　目標２　公共施設の耐震化を図り、災害時に市民を守る、安全な避難場所を確保する。
　目標３　良好な住環境及び教育環境の確保を図り、都市機能の維持と更なる活力の増進を図る。

代表的
な指標

500ｍ 

◎神栖市役所 

鹿
島
港 

凡例 
 

     基幹事業 
 

     提案事業 
 

     計画道路 
      

都市再生整備計画区域 

凡例 

DID地区 

■基幹事業 道路 
市道8-323号線改修 

■提案事業 地域創造支援事業 

 （学校施設等耐震化事業） 

 神栖第二中学校（耐震化） 

■提案事業 地域創造支援事業 

 （学校施設等耐震化事業） 

 息栖小学校（改築・耐震化） 

■提案事業 地域創造支援事業 
 学校施設耐震化計画策定 
 （息栖小体育館） 

■基幹事業 地域生活基盤施設（広場） 
仮）土研跡樹林広場 

■基幹事業 道路 
仮）土研跡防災公園関連道路 

■基幹事業 道路 
市道8-178号線改修 

■提案事業 地域創造支援事業 
 学校施設耐震化計画策定 
 （神栖第二中体育館及び武道場） 

■基幹事業 地域生活基盤施設（広場） 
仮）土研跡多目的広場 

■基幹事業 公園 
仮）土研跡防災公園 

■基幹事業 道路 
市道8-181号線側溝改修 


